（別添６－１）

横浜市創業ベンチャー促進資金資格申告書

平成　　年　　月　　日

（申告先）

　　　横浜市長

                             　　（申告者）企 　業 　名

　　　　　                         　　    事業所所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　　)

                                       　　代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和　　　年　　　月　　　日生　　　　歳）

　創業ベンチャー促進資金（開業支援）の融資申込にあたり、　　項の融資申込有資格者として申告します。

１　申請企業の概要

	代　表　者

住　　　所
	（TEL　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　）

	創　業　日

（予定日）
	平成　　年　　月　　日
	本資金借入

（希望額）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	従 業 員 等
	
	自己資金（開業前の場合）
	千円　

	業　　　種
	

	事業内容
	

	許認可の必要の有無
	1 必要である。

2 必要でない。


２　対象の確認

	創業予定地・事業所開設地

（市内での創業）
	〒

（TEL　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　）　　　　　　　

	創業予定以外の事業経営の有無

（事業を営んでいない個人である）
	①　営んでいない。　　   　　　　　　　　　

②　事業を営んでいる。

	他法人役員の就任の有無
(代表権のある役員の場合は対象にならない)
	①　就任していない。

②　就任している。（法人名　　　　　　　　　　役職名　　　　　　）

	事業着手の状況　　　　　　　　　　　　　　

（事業に着手していること）
	①　店舗等の契約済　　　　　　　③　設備発注済み

②　既売上計上　　　　　　　　　④　原材料等仕入済み

	資格

項目５で申込みをする場合に記入
	

	創業講習会の受講
項目６で申込みをする場合に記入
	①　本市で定めた創業講習会を受講したことがわかる書類を添付してください。


　・この資格申告書に、開業前の場合は「創業計画書」を、開業後の場合は「事業計画書」を添付してください。

	○次の１項から６項に該当する創業者（個人）
１  自己資金を有し、１か月以内に市内で新たに事業を開始する具体的計画を有するもの。
２  自己資金を有し、２か月以内に市内で新たに会社を設立し、当該会社が事業を開始する具体的な計画を有するもの。
３  市内で事業を開始した日以降５年を経過していないもの。
４  市内で設立された会社であって、その設立の日以降５年を経過していないもの。

５　事業を行うために必要不可欠な法律に基づく資格（国家資格）を有し、その資格により市内で新たに事業を開始するもの又は開始した日以降５年を経過していないもの。

６　団塊世代（昭和21～26年生）で１項から４項に該当するもの。
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